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都市 計画行政と郊外開発

一ー第2次世界大戦前の大阪における市域拡張政策を中心主 Lて一一

川瀬光義

は じ め に

本稿は， 1919年に制定された都市計画法にもとづいてすすめられた都市計画

行政の大阪における展開を分析し，わが園都市形成史上にしめるその役割目解

明を試みたものである o

都市計画をすすめる前提主なった当時の大阪の都市化の墓本的特徴の一つは，

中枢管理機能の集積しつつあった都心部よりもむしろ，社会資本整備の遅れた

周辺市街地に著しい人口・工場の集中がみられ，無秩序で環境の悪い市街地が

形成されていたことにある九このような状態を是iEし，秩序ある市街地を形

成するにはどうすればよいのか，その際，複雑で多岐にわたる都市の各施策聞

の調整と統ーをはかるにはどうすればよいのか，などが関われていたというべ

きであろう。これらの課題を解決すべしわが国都市政策史上初めて総合的な

施策を追求する意図をもって，都市計画法が制定されることとなった。この法

の成立に中心的役割をはたしたのが，本稿で対象とする時期に大阪市長であっ

た関ー幻および内務省や地方団体の行政官たちである。かれらが行政組織を中

1) 拙稿，摺二抗世界よ戦前にお付る大阪自都市形成過程， i桂済論叢」第135巻第1・2号， 1985 
年 1.2用。

2) 関ーは，東京高商教授から1914牛に当時D油上四郎市長の招きで市助役となり， '23年第7代市
長に就任1.-， '35年目死去まで20年間にわたって大阪市政の中心的位置にあった。主要著書には
「労働者保護法論J1910年， i工業政策」よ・下I 1911年.'13年， i住宅問題と都市計画J1923 

年. i都市政策の理論と実際J (遺稿集:)1936年，などがある。また最近，宮木憲一日を代賓と
する関ー研究会によって，関ーの日記，メモなどが発見され，現在その刊行革備がすすめられて
いる。なお. i都市政策。理論と史際」は，以下「理論と実際」と略記する。
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心として準備をすすめた第一回全国都市問題会議(1927年，大阪)"においても.

都市計画が主な議題となるなど，都市計画は，まさに当時の都市政策の焦点と

なっていた。

ところで，従来から戦前日本の地方行政を評価するにあたっては，官治性と

いう表現に象徴されるように，中央政府の統制下にあったことがもっぱら強調

されてきた。例えば，都市計画行政については，都而計画法そのものが行政的

財政的に様々な制約を受けざるを得ない内容であり，各施策を調整し総合する

という本米の性格がしばしば、形骸化せしめられ，そのために具体的な施策も道

路事業に偏重していたことなどが指摘されてきたヘしかしながら近年の研究

においては，このように官治性一色でみるのではなく，既に述べた都市行政官

の構想や実践の独白性を強調する傾向も現われている。そのうち都市計同に関

しては，東京の震災復興事業をめ fる後藤新平の実践に注目した実証的研究な

Eが試みられているへこれらの分析は.復興を対象としていることからくる当

然の帰結として，既成市街地への施策を中心としたものとならざるを得ないヘ

しかし，初代内務省都市計画課長である池田宏が，都市計画行政の展開を総括

して「独人の所謂蔀市生来事実にして全く意識したる士業化出蔀市化主動J71

3) 取り上げられた議題は， 防火と建築， 不良住宅改善， 土地区画整理， 自由空地並公園j であ
句 不良住宅改替以外はすべて都市計画法に直接関連している。詳細は，って阪都市協会「第 回
全国都市問題会議録」日27年，を参照。

4) 高木証件， 都市計画広 「円本近代法発達史HJ 19叩年，赤木須国耳，都市計画の計画性，
「東京都政の研究J1977年，など。

5) 例えばヲ 福岡睦治， 大正期の都市政策←ト骨， 東京都立大宇「法学会雑誌』第!l巻館2号
1971年3月，第12巻第1号J '71年10月，第四巻第l号.'72年!o月，中郁章，震担復興の政治
学，間治大学「政経論叢」第50巷第3.4号， 1982年3月，〆j、玉徹， 震民恒興と「助成会社」
「日本史研究J245. 1983年1月， 同，震民恒興と区画整理， 名古屋市立大学 fォイュノミカ」
第四巻第l号. 1983年6月，持回信網， 佐藤新平と震:m.t反興事業， 米支払大学「社会科学研究」
第四巻第2号.1983年8月，などがある。

6) 東京のそれが，区画整理による再開発であったのに対し，災害のなかった大阪では，土地買収
による梱堂筋たどの道路産設であった これは，第一次大阪都市計画事業と Lて， 1921年から約
四年の歳月をかけて撞工をみた。こ仇については，さしあたり，芝村篤樹，関ーとその時代(コ，
大阪市政調査会「市政研究」第四号.19田年 4月，を参照。

7) 池田記都市計画の将来と地方計画.r池田宏都市論集J194C年， 477へ ジ。なお，本稿で白
引用の博点は，すべて引用者による。
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と述べたことに象徴されるように，都市計画を評価するには，それが「都市拡

張」つまり都市の領域が広がる過程においてはたした役割を分析することも必

要となるであろう。実際，大阪では，後藤が焼野原に自己の構想の実現をかけ

たりと同様に，関が新しい都市づくりの対象とし亡郊外開発に注目していたの

である。しかもこの場合に対象となった郊外とは，再開発とは異なり農村地帯

であった。そこで本稿では，この郊外開発に焦点をあて，わが国都市形成上に

おける都市計画行政のはたした役割を農村との関係にも留意して解明し，関ー

を中心とする都市行政官の諸業績を評価する一つの基準を提示したい。そして

これによって，戦前の地方行財政を分析する新しい視角を確立する上で，一つ

の手がかりを示そうと思う。また， この郊外開発における中心的な施策は，

都市計画法に新しく盛りこまれた地域制や土地区画整理であった"。したがっ

て以下の叙述も，この両者の現実の展開過程の分析が主たるものとなるであろ

つ。

本論に入るにあたって J 若干念頭におくべきことは，まず，関ーの都市計画

構想、の内容である。闘の施策は，その理念において，都市の発展方向をよく把

握した総合的行政をめざす積極的内容を持っていた。関は，郊外に新しい住宅

地を建設し，交通機関の整備もすすめながら，人口の分散をはかろうとしてい

た。しかし，いたずらな都市の膨張つまり [60余平方哩の大大阪に屋根瓦の海

を出現せしむるJ" ことには反対し， [緑色地帯主保留し得る乎」が「市民生

存の第一要件J'"九 「農耕労働の為の土地を維持すること」は「都市生活に最

も必要JJl)と述べるなど，綜地や農地の存在が都市に不可欠のものであること

8) 都市計画法は，その前身たる東京市区改正条例(1888年〕にもとづいて作成された。新しく盛

ち込まわた規定は，池間宏の説明によれば，第10条の地埴地医D規定第12条町土地医両整理

の規定l 第17尭の建築抱其他の工作物の収用に関する規定， なとである C[第41回骨国議会衆議

院都市計画法案外件委員会議録」第1回， 1919年3月10日〉。なお， 同時にj 市街地建築物法

も制定されたが，両法は事実上一体D も白であり，本稿で都市計画法という場合は， この間法を

意味している。

9) 関ー』都市計画に関する新立法， r理論と実際J144へージ。

10) 関一，都市白縁イ七九 「理論と実際J150ヘ ジ。

11) 関一，自由空地j 大阪都市協会，前掲書， 182ベ ジ。
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西淀川区

凡例

ーーー・市
ーー一一区

第 136巻第5・6号

第 1図市域変遷図

国主E田 1889年4月1日(市制施行 15.Z71rnf 

lIillIIIl 1897年4月1日(第 1次市域拡張)55.671rnf 

仁二三コ 1925年4月1日(第 2次市域拡張)181. 68 Irnf 

資料) ，大阪市会史」第22巷. 13ヘ ジ。
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を主張した。関はそれを，大都市そのものを否定した田園都市 GardenCity 
ゐ

とは区別して「田園郊外 (GardenSuburb都市の郊外を理想的の住宅地とし

て開発せむとす畠我々の今論じて居る未開発地の将来計画)J山と呼んでいた

のである。このような政策をすすめる一環として， 1925年 4月に第二次市域拡

張が実施された。これは，行政区域を異にすることによる障害を取り除くべく

実施されたのであるが，結果的には都市膨張政策のわが国における最初の典型

となった。なぜならそれは，都市イじした地域の編入しか認めないというそれま

での内務省の方針を乗り越え1円約7，000町歩にも及ぶ農地をも対象にしてお

り， その結果， 第 1図に示される上うに， 大阪市域は 55km' (旧市域〉から

181 km' (新市域〉へ左 2倍以上になり，人口 </'2日日万人をとえ，東京辛子凌いで

全国第一位，世界で第 6位の大都市となったからである山。

しかし，かかる積極的施策も，当時の行財政上の様々な制約によって十分に

発揮し得なかったことは言うまでもないがlへそうした中で，本論で詳しく展

開する地域制中土地区画整理は，財源をほとんど要しないこともあって，地方

団体の独自性を一定の制約の範囲ではあれ，発揮し得るものであった。そして，

本稿の課題と1の関係でとりわけ留意すべきは，都市計画法で追求された総合性

とは，その第一条で目的を「交通，衛生，保安，経済等ニ関シ永久ニ公共ノ安

12) 関ー，都市計画論， r理論と実際J108へージ。なお， I住宅問題と都市計画J260ベ ジでも，

田園郊外について言及されている。

13) 編入予定地を視察するために来阪Lた潮車之輔内務省地方局長は， r一望千里Jr王穀豊穣」町

地などと述べて， 農村地帯を編入対象から除くことを求めた(大阪市役所「六ケ町村合併記念

誌:J1957年， 9ベジ〉ロ

14) 島恭彦，町村合併と農村行政機構の展開，島諜彦編「町村合併と農村の変貌J1957年，では，

町村合官千0類型化が次りようにされている。

!~ 画一的全国的町村合併!rt 都市型合静〈編入合併〉
E 自主的，個別的町村合併 i

l2 農村型合併〈対等合併〕

よ白期の市域拡張は. II-lに該当し， I資本主義経済自発達を基礎とする必然の傾向Jr農村自

治の破壊JI農村財政の都市財政へ白従属JI新しい自治の担い手町登場」などの特徴が指摘さ

れている。

15) 総合行政をになうべ〈各都市に設けられた都市計画委員会と内務省の関慌については， 中屯E

章，大正八年都市計画法再考， r政経論議」第49巻第1号I 1980年6月，を参照。また，財政

については，東京市政調夜会「本邦都市計画事業と其財政I1929年，を参照。



56 (562) 第 136巻第5・6号

寧ヲ維持、ン又ハ福利ヲ増進スノレ為ノ童妻晶表;1ft歯」と規定されたことに示さ

れるように，都市に必要な「施設」つまり道路・上下水道・公園などの整備の

調整を主としていたということである。これは，現実の郊外開発が農村との利

害調整が不十分なまま推移しかねないことを予想させるものであり，また，都

市計画行政の最大の特徴の一つであり，かっ大きな限界ともなるりである。

I 都市計画区域と地域制

農村地帯への都市の拡張一一

(a) 都市計画区域の性格

第 2次市域拡張に先?っ1922年 4月，都市計画の対象となる区域の設定が内

閣の認可を得た。それは， '25年以降の新市域に隣接11町村を加えた地域であ

った。その設定基準は，次のようになっていた。

「日常之(都心部 引用者〕ユ往復シ以テ都市生活ヲ営ミ得ル範囲コソ実

コ比レ都市ノ膨張発展ノ極限ナラメ。而シテ其ノ区域タノレヤ固ヨリ人口増加

ノ趨勢産業発展ノ情況及交通機関ノ整備等ト相関連v互ニ因果関係ヲナシテ

到底裁然タノレ区別ヲ定ムコト能ハス 1・・ーJ16)

これは，人口・交通・産業をいわば“独立変数"として，その発展状況に応

じてどのようにでも区域を設定できることを示しているが，とりあえず「大阪

市庁ヲ中心地点トシテ鉄道及軌道ニヨリ三十分乃至一時間ヲ以テ到達シ得ル範

囲J17)が目安とされることとなった。

この案の是非を検討した都市計画大阪地方委員会己は，そりねらいとして，

新淀川以北から神崎川までの地域〈第1図の東淀川区・酉淀川区にほぼ該当〉

の工場地としての利用，神崎川以北と「市ノ南方，天王寺村・玉出付近カラズ

ット大和川ユ至リマ見ノレ区域J (第1図の住吉区の東部にほぼ該当〉の住宅地

16) 大阪都市計画区域設定理由書，大阪市役所土木部編「大陸都市計画並同事業螺撹J1937年，所

収。

J7) 同上。
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としての利用などが強調されていた出。要するに，今後大阪市へ集中して〈る

であろう人口・工場を分散させるかための土地をあらかじめ確保しておこうとし

たのである。関ーの次り発言は，それを最も端的に示している。

「大阪市ノ発展九ノレ人口ヲ何所ニ持ッテ行クカ，今ノ、持ッテ行キ所ガ無f，

ソレデ将来ノ発展ュ資スル為メニモウーツ先ヲ入レノレ 私カラ申、ンマスレ

パ所謂一望千里ト云フ所ガ是ガ一番大阪市ヲ計画スノレニ最毛宜イ J 1大阪市

ニ於テ工業地域ヲ何所ュ置クカ，現在ノ所デ此豊津中津鷺洲ハモウて場モ沢

山出来牛産額ニ於テモ四分ノーハ行ッテ居リマス，モウ彼所ハ誰方ガ行ッテ

モ出来ナイ 是ハドウシテモ淀川|ノ北ヲ取入レノレ必要ガアヲウJ19)

これは，まさに 11白市を中ム1:L-C毛ゐ角由ゐ必妻ま毛地歳を加えた有機的

区域J"九つまりあくまで旧大阪市の発展に必要な限りで設定されたものであ

り，いわば郊外の農村地帯へむけての都市拡張宣言であったといえるであろう。

(b) 地域制の展開

この区域内の計画の「基本的事項J'20 が地域制であった。これについて関は

「都市計画の中心問題であり，最重要なる事項は，都市の区域内に包含せらる

る土地並に其経済圏内に包含せらるべき土地を海*!Ïn1有企~)討会正余すえき争

を予定すること・日未開発地の計画り場合に於℃此用途地域が重大白意義主有

して来る」叩と述べるなど，重要な位置づけをしτいた。 1未開発地」つまり

郊外の土地利用を「予定」しておくことが地域制であり，それは「都市計画D

中心問題」だったのである。興味深いことは，その実際の運用について次のよ

うな指摘がなされていたことである。

18) 1都市計画大阪地方委員会議事速記録」第4回.1921年10月7日， 109-110ベージ。 直木倫太

郎大原市都市計画課長申充言より。

19) r接続町村編入ニ関スル諮問ノ件，区ノ廃置ヱ閑スル諮問ノ件委員会速記録」第2回， 1924年

12月8日， 11-12ベージ。

20) 関一，大阪都市計画十年り回顧， r大大阪」第7巷第7号， 1931年 7月， 8ベージ。

21) 地域指定理由書，大医市復所土木部鞠，前掲書，所JIj(，

22) 関一，前主乱都市計画論.， 113-115ヘ ジ。
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「ム~由1$:';'在主をじるし・、宅金完成剰を ιモ合 2 と云ふ重要な事項が都市計
画にはある，夫れは都計地域である。即ち工業地域，商業地域又は住宅地域

を決めて置くことである。これは唯だ図面をヲ|いて決めて置けば，あとは市

良ìG~仕主を ιモ具it，.:1 .. ・市民諸君がやることを唯だ法律で統制して行<，

市民が法制に従って行くといふ処に都計の冥髄があるJ23)

この指摘は， 「公共同体が仕事をしない」つまり施設整備のような財政負担

のかかることは Lないで，規制だけをして， あとのことは「市民」に任せると

いう主旨に受け取れる。

では， この規制はいかなる内容を有L. どのようにして「市民」に任せよう

在していたのであろうか。そこでまず， 「地域指定理由害」の次の一節を検討

してみよう。

「吾園地域制ノ建築制限ノ性質ノ、頗ノレ寛容的ニシテ概言且レハ住宅ハ如何ナ

ノレ地域ニ存在スノレモ妨ケλ，商庖事務所ノ如キモ亦然リ，唯工場ノ類ノミカ

其ノ規模又ハ作業ノ性質ニ応シ或ノレモノハ工業地域=限ラノレノレそ或ルモノハ

未指定地域ニモ存在γ 得へク或ノレモノハ更ニ商業地域エモ存在シ得ヘク家内

工業ノ如キハ住居地域ト難モ存在九ノレヲ妨ケス，故=各地域ハ事実上各種建

築物ノ混合所在地タルヲ妨ケエ」

これからわかる地域制の特徴は，第一に，工場立地のみが規制jの対象となっ

ていたことである。これは，環境悪化の主な原因が工場にあるとの認識があっ

たためと思われる'"。 したがって，住宅など他の建築物は，原則としてどの地

域においても建設可能であった。他方，

は住居地域でも存在可能であったから，

工場にし ζもその規模・性質によって

「各地域ハ事実上各種建築物ノ混合所

在地」 となったのである。第二の特徴は，規制Jの対象が建築物の内容に限られ

ていたこと， つまり都市計画区域すべてに建築物が建てられることを前提とし

23) 関ー，前掲，大阪都市計画十年の回顧.13ベージ。
24) 市街地建築物法第四条に「工場，倉庫其ノ他之=準スへキ建築物ニシテ規模大ナルモノ又ハ衛

生上有害苦ハ保安上危険ノ虞アル用途ニ供スルモノハ工業地域内ニ非サレハ之ヲ建築スルコトヲ
得ス」と規定きれてい介。
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第 1衰工場敷地選定理由と工場移転の原因

(都市計画大阪地方委員会1935牛調査〉

工場敷地選定理由 工場移転の原因

交通運搬ノ便 273件 31.8% 敷地狭陸 152件 51.0% 

地価及借地料低廉 215 25.0 交通不便 41 13.7 

製品市場ノ便 61 7.2 火災其他事故 31 10.4 

職工雇用ノ使 80 9.3 経済的不利 20 6.7 

用水ノ使 52 6.1 地域制限 18 6.1 

工場連絡ノ便 35 4.1 営業上不便 13 4.4 

事業ノ継承 31 3.6 用水排水ノ使 7 2.4 

水面ノ利用 22 2.7 煤煙粉塵騒音等 5 1.7 

動力ノ便 21 2.5 

地域ノ制限 19 2.2 

工場拡張ノ便 14 1.6 

其他 33 3.9 

it 府 1
100.0 1I E十

世〉 調査の対象となったのは， 大阪都市計画区域内に於行る使用職工数50人以上回702工
場〔回答を得たのは603工場〉。選定理由が調査工場数より多いのは，複数回答があった
ことによる。

資料〉 福富正治，大阪に於ける工場の敷地選定の理由を聴く(土)， I大大阪」第四巻第
6号， 1936年6月， 48-50ベージ，より引用。

た上での規制であったということである。既に述べたように，関ーは，都市に

緑地や農地を残すべきことを主張していたのであるが，都市計画法には，その

ために必要な「自由空地」を確保する規定がなしそれ故1"6日余平方哩の大

大阪に屋根瓦の海を出現せしむる」ことに道を闘いたといえよう 25)。

以上のような地域制の特徴を手がかりとして，まず，地域制が工場立地に対

してどのような影響を及ぼしたかを検討してみよう。第 1表は，都市計画大阪

地方委員会が1935年に都市計画区域内の工場を対象に調査した敷地選定理由と

移転の原因である。前者に地域制限をあげた工場は19，後者については18と，

25) 1"我国の現行都市計画法は 永久空地は全〈法規の子想せざる所であり，之に関する規定は
全〈欠叶て居る。此偉で進んで行けば結局大都市は国民の墳墓であるといふルッツ -q)予言を実
現する外ないJ (関一.前掲，都市町緑化， 149ベ ジ〉。
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いずれも回答を寄せた603工場のうちのわずかでしかない。 このととは，実際

には工場の方が第1表で上位kあげられている交通・自然条件に沿って立地を

すすめ，地域jtlJは，その選択に際してさほど障害となっていなかったことを示

唆している。例えば，実施当時の地峨指定理由は「土地ノ現状亦主トシテ住宅

ノ用ニ供セラノレノレJ I土地ノ現状既ι 工場ノ用地トシブ開発セラレタノレ所多

ク」加などとなっており，およそ「予定」するなどという意図は毛頭なかった

かのようである。大阪の場合，この指定は，以後数回の変更が実施されたので

あるが，そのうち大慣な修E となったのは1930年および'36年であった。 '30年

は，第二次都市計同にもとづく新たな施設計画に土るものであったが， '36年

の場合は「未指定地域トシテハ不適格ナノレ所ノ沢山ナ大工場ガ存在イタシテ居

ノレト云フ実情」から工業地域に変更したというように，むしろ積極的な現状追

認に終始したかのようである21)。また，地域制実施前から存在した不適格建築

物については，法的には強制撤去も不可能ではなかったのであるが，それに必

要な補償財源などあるはずもなく，事実上野放しとな勺た。しかし，実施以後

の増改築については，当然規制されるべきであるにもかかわらず I工場ノ運

命ニ関係スノレ場合ガナイユモ限ラナイ」などの理由で，さしあたり 10年間の緩

和規定が設けられたのである問。

以上のような事態の推移によって，大阪の地域制がどういう変化を示したか

を第 2表によって他都市と比較しながb検討し℃みよう。大阪でまず目につく

のは，工業地域の比率の著しい増加ぷりであろう。即ち，当初30%でしかなく，

東京・名古屋よりも低い水準であったのが， '36年には42%をも占め，六大都

市D中でも群を故く高い数値を示している。他方，住居地域の比率は，他の五

都市が40-60%前後であるのに， 大阪は30%程度でしかない。大阪のもう一つ

26) 前掲，地域指定理由書。
27) i都市計画大阪地方委員会議事速記揖」第61回， 1936年 4月25日.678ベージo

28) 同上，第四回， 1925年 3月20日， 362' 366ペ ν。また，薬学博士であった木村童右南門は，
こり地戚制では大限全体が!煙突カラ出ル醇且主有毒瓦斯」におおわれて|非常ナ非衛生的ノ地
域」になると指摘したく同， 375-377ヘージ〕。
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第 2表六大都市地域指定の変遷

|住居地最|商業地域|工業地域i未指定地域

東京実施時 43.4% 16.3% 

1931年 54.2 11.8 

'33 
" " '36 59.9 10.2 

'37 " " 
横 浜 実 施 時 fiR.O 26.2 

1931 66.4 11.7 

'33 " " '36 60.6 11.5 

'37 " " 
名古屋実施時 55.0 10.0 

1931 54.9 " '33 " " '36 48:2 13.4 

'37 " " 
民都実施時 43.9 20.2 

1931 " " '33 " " 
'36 47.6 11.5 

'37 " " 
大阪実施時 33.3 11.0 

1931 30.9 14.1 

'33 30.5 " 
'36 31.0 15.4 

'37 30.9 " 
神戸実施時| 61.5 12.7 

注〉 神戸は実施涛から '37竿まで主寸七なし。

資料) r日本部市年鑑」各年用より作風

37.0% 3.3% 

32.2 1.8 

" " 
27.3 2.6 

" " 
15.8 。
14.4 7.5 

" " 
15.5 7.4 

" " 
32.0 3.0 

32.5 2.6 

" " 
36.0 2.4 

" " 
26.6 9.3 

" " 
" " 

30.6 10.3 

" " 
30.3 25.5 

37.0 18.0 

37.6 17.8 

42.2 11.4 

42.3 11.0 

18.9 7.0 
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の特徴は，未指定地域の比率の高いことであろう。未指定地域とは「工場ニシ

ラ法規ニ依リ工業地域ニ非ヲサレハ建築ジ得サノレ工場ノ外ハ凡テノ種類ノ建築

物ノ存在スノレヲ妨ケ」ず「欧米都市地域制ノ所謂軽工業地域ニ類似」したもの，

もし〈は「工業地域ト住居地域ノ接触λ ノレ部分ニシテ現在住宅前!占工場等混合

ノ状態ヲ呈スノレ 帯ノ土地」を「未指定地域一保留スノレコトニ依日テ工業地域

ノ及ホス影響ヲ緩和」叩するためのものであった。要するに未指定とは，事実

上の工業地域，あるいは種々の建築物が混在Lていたため断定し難いというこ

とであった。地域iliUの中でも最も規制のゆるやかな工業地域・未指定地域の双

方合わせた比率は，他都市はせいぜい40%程であるのに，大阪のみがたえず過

半を占めていた。そして既に述べたような経過から，当初25%あった未指定地

域が半減し，そのほとんどが工業地域に変更されたのであるが，その上更に'36

年には，未指定地域での工場立地制限の緩和さえ実施されたのである刷。こう

してみると，地域制とはまったくの工場立地優先策であり，戦時経済への移行

を背景として急速に工場数・生産高を増加しつつあった重化学工業を含む工業

資本の立地を促進する内容を持っていたといえる山。

今一つ地成制について指摘しておかなければならないことは，これによって

居住地の階層化がすすめられたζ とである。既に述べたように住宅はどの地域

に建ててもさしっかえなかったのであるが，工場周辺の環境の悪い地域，つま

り「事実上ノ無制限地域」日〉たるL業地域に建τbれた住宅には，工場労働者

をはじめとする低所得層が主に居住した目。他方，新し〈住居地域として確保

29) 前掲』地域指定理由香
30) r都市計画大阪地方委員会議事速記爆」第61凪 667-670へージ。
31) 地域制の工業優先ぷりについては，大阪市会事務局調査課「都市と都市問題J1970年， とりわ

叶 その第3章第5節，市崎拡張と都市計画j をも幸照せよ。また，戦時経済へかけての大陸工
業についての分析には，天川氏戦時経済移行期の大阪工業l 大阪歴史学会編「近代大阪の歴史
的展開J1976年，がある。

32) 前掲，地域指定理由書
33) 前主亀拙稿を審問。政府の認識も「工業地トシテ指定シテ置ク所エハソレハ普通ノ住居人J、ソ

コニ先Y住居シナイ，但 γ工業エ関部スル者，、ソコノ工業ノ必要上住居地ヲ占メルJCr第41回帝

国議会貴旗院都市計画法案件一件特別委員会議事速記録」第二号， 1919年3月20日，付ト太政
府委員の発言〉というような具合であった。
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された神崎川以北や「市ノ南方，天壬寺村・玉出付近カラズット大和川ニ至リ

マスノレ区域」は，都心部への通弱者むけり郊外住宅地であり，その多くは農村

地帯であった。

さてこの地域のうち，大阪市域外町村の反応を検討するならば，地域制の都

市地域本位の性格が改めて明確となる34)。なぜなら. r大阪市ヲ標準ニJi大阪

市ノ付属タノレ観念ノ下」に作成された都市計画， とりわけ地域制による制限が，

とれら町村の経済構造に否定的影響を及ぼしたからである。例えば，中河内郡

巽村では「木村ハ在来ョリ，硝子，眼鏡等/工業者多ク向後之ガ工場ノ伸張ヲ

計ラ Y トスノレモ住居地域制ニ局限セラレ又他ヨリ各種工業家ノ設立企画ヲナス

アノレモ之亦地域制度ニ依リ其/目的ヲ達スノレコト得ハザル」という事態が生じ

ていた。同様の事態は，北河内部守口町，豊能郡南豊島村，庄内村などでもみ

られる。これらのことは，肝心の工場立地規制には十分な効果を発揮しなかっ

た地域制が，発言力の弱し、農村部に対しては将来如何なる用途に供すべき

かを予定する」という本来の役割をはたしていたことを示すものである。

また，地域制以外にも，都市計画区域に編入されたことによる諸制限が，こ

れら町村を悩ましていた。例えば，豊能郡小曽根村では，呆樹園経営地が公園

の予定地となったものの r実施時期不明ノ為根本的ノ改良事業ニ着手シ得λ

為ニ果樹園ハ漸次荒廃ノ道程ブ辿リツツ」あった。中河内郡瓜破村では，墓地

計画によって20町歩の耕地がつぶされそうなため r巨費ヲ投シ濯漉施設ヲ為

スモ無用ノ長物タノレヲ免レサノレ状態ヱアリ為竺牛々早魁ノ脅威ヲ忍ヒツツ今尚

其ノ施工ヲ属踏セノレ現状」にあるため「之カ農作ニ従事旦ノレ農民ハ収入不足ノ

為生活ノ脅威ヲ受ケ」ていた。そして北河内郡守口町の意見書に「大阪都市計

画区域内ニアラザνバ町村ニ即シ又ハ町村ヲ合併シ理想的ノ計画ヲ樹立シ発展

ニ遭進シ得ヘキニ町村ノ自由意志、ヲ束縛セラレ非常ニ苦痛ヲ感ジツツアリ」と

まで言わしめることとなったのである。

34) 以下は，前掲「プミヶ町村合併記意高tJrfr収の市臨編入を求めた各町村の意見書や陳情書伝どに

よるものであるロ
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以上，都市計画区域と地域制は，大阪市の発展を中心に考えた周辺農村への

都市拡張宣言としての性格ぜ有し，それまでの無秩序な市街地形成の拡大再生

産をもたらしかねないものであることを指摘した。工場立地を規制するはずの

地域制は，工場には自由な活動の余地を拡大する一方，農村部には用地転用目

危険をたえず拡大し，その生産基盤をおびやかすという効果を持ったのである。

では，このような状況において農村部。開発をになったのはどのような階層の

人々であったのかυ これは，次章の検討課題となるロ

II 農村地帯での土地区画整理の展開

都市化の影響を受けつつもなお農村的土壌を強〈残していた郊外地域も 1

で検討したような都市政策をすすめるための市域編入によって，急速な変貌を

遂げることとなった。

第3蓑新市域における農家戸数

総戸 数 | 自 作 i小 作 l 自作兼小作

1924年 7，117 1177 4，748 

'29 5，500 1，003 3，738 

'33 4;880 998 2，999 

'34 4，552 828 2，910 

'35 4，005 738 2，522 

注) '34年は旧市輔を含む。ただし自作農家は|日市に零。
資料) r大肱市統計書」各年版より作成。

1，192 

759 

883 

B14 

745 

第 3表は，編入後10年間の新市域における農家戸数の推移をみたものである。

この聞に総戸数3，112の減少、がみられ品が， そのうち小作が 2，226，自作兼小作

が447で，両者によって約85%占められている。 このような傾向は， 耕地減少

にも如実に反映していた。第4表に土れば，編入後7年聞の市内の耕地減少面

積 2，590町歩の呂日%近〈が小作地であったと主がわかる。 また， 府下全体にお

いても， 5，188町歩の耕地減少を上回る 5，367町歩もの小作地の滅少がみられる。

つまり，市域編入後の農村の再編成は，小作農を中心としてすすんでいったの
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第4衰 1924年末と'31年末の府下の耕地反日IJ(単位，町)

1924年 1931年

自作地小作地 合計|自作地 i小作地 1 合 計

大阪市 3.2 56.5 

東成郡 907.8 2，799.0 3，706.8 11 770.2 I 2，472.8 i 3，243.0 

西成郡 428.1 1，638.5 2，066.6 IJ (-568.9) i (-2，021.2) i (-2，590.1) 

大阪府 23，464.5 41，156.9 日，m4i 23，6山 35，789.1' 59，433.0 

(+179.4) i (-5，367.8) i (-5目188.4)

住) 1931年の( )は， '24年と比べた増減数。
資料〉 大阪府内向車部「大阪市.li其遅郊ニ於ケル小作争語解決事例llJ1934毛 &-8ペーシより作成己

である。

その主な原因はz 地主による土地利用目的の変更，とりわけ土地区画整理に

よるそれであった。これは，耕地整理の都市版とでもいうべきものであり，将

来市街化が予想される地域における宅地開発の一手法であった問。そのほとん

どが組合施行であり， しかも減歩などによる公共用地U無償提供があるため，

市当局にとって「重要な消極的財源」和でもあった。他方，施行主体となった

地主は，都市化に伴う貨幣経済の浸透によって，土地を耕地として所有して小

作料収入を得るよりも，宅地として所有して地代収入を得ることに力点を置〈

ようになっていたが，その地主にとって土地区画整理は，公共事業実施のため

の用地確保という名目で農民を小作地から立ち去らせる絶好の機会となった。

そのためこの時期に，土地返還をめぐる小作争議が急増することとなった3円。

かくして離農を余儀なくされた農民は，多〈の場合，わずかの作離料の支給や

争議期間中の滞納小作料の支払免除などが認められただけであり，たとえ引き

続き耕作を認められたとしても，地主の都合次第でいつでも出ていかなければ

ならないという義務が，たいていは課せられていたo そして他に土地を求めよ

35) 都市計閏法第四条は「都市計画区球内エ於ケル土地ニ付テハ其ノ宅地ト γテノ利用ヲ増進スJレ

為土地区画整理フ施行λ ルコトヲ得」と規定され亡いた。なお，土地区函整理に
良太郎「土地区画整理り研究J1目97百8年'に詳しい。

36)前掲「本邦都市計画事業と其財政 1，492ページ。
37) 詳しくは，大阪府内務部「大阪市及其近郊ニ世ケル小作争議解決事例J1田4年，を参照。
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第 5表大阪府下の休閑地 (1930年調査〉

町

面積 所 在 地 目 的 所 有 者

41.0町 大阪市港区小林町 岩田土地株式会社
79.6 " 千島町 千島土地株式会社
24.1 " 八幡屋町 " 宇治川土地会社
53.4 此花区恩貴島町 " 大阪北港株式会社
47.5 西成区津守町 " 木津川土地運河株式会社
54.5 住吉区北加賀屋町 " 千島土地株式会社
~3.7 " 南加賀屋町 " 南大阪土地株式会社
24.7 東成区中川町，片江町 " 今旦土地株式会社
14.9 " 中本町，西今里町 " 豊田土地株式会社
17.8 " 中川町 " 大東土地株式会社
18.1 " 中浜町 " 域東土地株式会社
13.2 " 片江町，中本町 " 新大阪土地株式会朴
32.1 " 今津町 " 関西土地株式会社
12.9 " 左専道四J，永田町 " 成東土地株式会社
18.6 旭区赤JII町 " 豊国土地株式会社
44.9 

" 森市小町路，町清，水別町所町， 寺 " 関西土地株式会社

16.4 "今市町 " 城北土地株式会社
15.1 西淀川区花川町 " 新阪神土地株式会社
70.2 " 野町，田町御，幣佃島町町，加島 " 豊国土地株式会社

その他70.3町，大阪市合計703町

30.0 I " 久宝寺村

住宅経営|鴻池合名会社

" 大谷某
20.0! I! 八尾町 " 住友合資会社
5日O

" 高井田町 " 域東土地株式会社
22，5 北河内郡守口町小池 " 城北土地株式会社
25.1 泉北郡昭尾村上ノ芝 " 新興土地株式会計其他
16.4 " 百舌鳥村金ロ 社 用 南海鉄道株式会社
16.7 " 百舌鳥村高田，百済 住 宅 地 新興土地株式会社共他
15，6 三島郡吹田町 " 新京阪土地株式会社其他
17.4 豊能郡桜井谷村 " 萩原某其他

27.1 " 箕面村平尾新宿 " 箕面土地株式会社其他
13，0 " 豊津村榎阪 " 京阪鉄道株式会社其他

その他124，1町，大阪市外合計437.9町

法) I休閑地」とは「農耕地ヲ休閑セシメ何等利用ヲ講ゼザルモノ」である。

資料3 大阪府内務部，前掲書， 15-18べージ。
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うにも i土地ノ逼迫セル現時ノ状態ニ於テハ地主ノ承諾ノ有無ニ関セズ小作

権ノ相当高価ナノレ取引行ノ、レ居ノレ実情」からして困難をきわめ， まさに「土地

返還ハ小作人工取日テハ絶対的ノ苦痛ナノレニ反シ地主ハ利用ノ変更ユヨリ従首

ニ数倍スノレノ利益ヲ侍」叫たのである。

こうして農民が耕作権を失った土地の利用状況を次に検討してみよう。第5

表は， 1930年の大阪府内務部の調査による府下の休閑地の状況を示したもので

ある。この休閑地とは「農耕地ヲ休閑七シメ何等利用ヲ講ゼヂノレそノ」間つま

り農民から取り上げたままの状態で放置されている農地のことである。その面

積は市内で703町歩，市近郊でも438町歩， 計 1，141町歩であり， これを第 4表

で示された耕地減少面積と比へるならば，市内ではその約27%，府下全体でも

約22%が休閑地によって占められていたことがわかる刷。注目すべきは，その

ほとんどが土地会社や鉄道会社である 10町歩以上所有者によって，市内では休

閑地全体の約90%の633町歩が，市外でも約80%の314町歩が所有されていたこ

とである。つまり，区画整理を中心とした郊外開発に伴う土地返還要求の強ま

りは，地主の中でも大地主を中心としたものだったのである。

このような事態を地域を隈って詳しくみたのが第 6表である。これは， 1938 

年現在の大阪東部都市計画区域境界線の束西約 2kmにわたる地域の土地利用

状況を示したものである。先の休閑地に該当するものは， ζζ では非農耕地で

あるが3 これが区画整理地区の23.9%を占め， 都市近郊では宅地開発に近い性

格を持つ耕地整極地区でも 11.4%を占め川両者で非農耕地全体 914.2haの約

38) 向上. 4へージ。

39) 同上， 15ヘジ。
40) これら「返地ノ多クハ何レモ大E末期以後ノ事実」つまり 1925牛以後町ことでありj しかも

「昭和5.6年当時以後経済界不況ノ打撃無カリシセパ返地要求ノ趨勢ハ益々 甚夕、シ」かったの
である〈向上， 15ベーν)。

41) 当然 これは耕地碍理本来の趣旨とは異なるため. i小作人ノ利害ト拝格アリ屡々争議ノ原
困J(同上， 14へ ジ〉となったーなお， 1930年末現在における六大都市の都市計画区横内の耕
地整理面積中，土地区画整理を目的としたものの比率は，東京89%.横浜79%，名古屋95%，京
剖813ザj 大阪1003百， 神戸100おであった(小栗忠七「土地区画整理の歴史と法制J1935年， 16-
18ペシ〉。
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第6表 大阪市東郊白区画整理及耕地整理地区内に於ける土地利用状況
(1938年調査〉

9百 両 積 %

区画整理 6130h0a 239l | 6995h0a 273l1，2475h0a 488 2，560 cho a 100 

耕地整理 131.00; 11.4 I 890.50' 77.7 I 124.50; 10.9 I 1，146.00; 1口コ

その他 170.20 1 2.7 I 4，979.00 1 79.1 I 1，141.65! 18.2 I 6，290.85 i 100 
合 計 914.209.1I 6，569口o 65.7 I 2，513.65 ， 252 I 9，9096.85， 100 

注〉 良耕地・非農耕地以外の土地の利用状況は}既建築地2，24&15ha.宋建築費制1.42.20ha，緑
地74.60ha，河川田運河・沼地148.70ha.である。

資料〉 中沢誠一郎.A限市東郊の開発状況. r都市計画の基本問題〈下)J193E年， 186-187 

ベ--/.。

80%に相等する744haを占めることがわかる。また，区画整理地区には非農耕

地を上回る農耕地が存在し，非農耕地と合わせると同地区の半分の面積を占め

ている。これらの事実は，さし迫った宅地需要に応えるというよりもむしろ，

農民を犠牲にして先行的に土地を取得し，地面上昇による利益を得ょうと1る

地主の動向を示唆するものであり，区画整理がそれを合法化 Fる役割をはたし

たといえるであろう位、

とζ ろで，既に述へたようにこの郊外開発は，関ーをはじめとする大阪市当

局の人口分散政策の具体化であり，新しく大阪市ヘ集中Lてくる人口をととへ

吸収しながら，秩序ある市街地を形成しようとしたのである。しかしー方では，

1935年頃の大阪市社会部の調査によると山，不良住宅地区が依然として旧市周

辺部に多数分布していた。しかもその居住者の居住期間は，総世帯数16，635の

約%が10年以内，約Mが 5年以内であった。これは，つまり， ， 20年代後半と

りわけ'30年代に入ってから， この地区に多数の住民が移住してきたことを示

42) しかしながら，整理済白土地の宅地化が遅れると，借入金によってまかなわれた事業資金田回
収に行き詰り，経済的困難に陥勺た地主も存在した。とくじ，市当局がおこなうべき公共施設の
整備が，財政難などによって予定どおりすすまない場合j 宅地化の遅れはいつぞう深刻となっ
t。とれについては，さしあたり，土地区画整理組合の叫び.r大大阪J第13巻 第4号， 1937年
4月， を参照。

43) 大阪市社会部「木市に掛けZ不良住宅地区調査J1939年。
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している44)。また， '25年以降の10年間は，大阪市をとりまく郡部でも，大幅

な人口増をみせていた。第7表によれば，この聞の郡全体の人口増加率は，大

阪市とほぼ同じの40%であり，中河内郡のように大阪市を大き〈上回る70%も

の人口増を示したところもある山。このように，一方では，膨大な農地を潰し

第 7表大阪府下七都心人口増加の趨勢

19岬| '35年

81，976 97，665 119，396 144，599 

83，9 100 122.3 148.1 

122，465 

81.0 100 122.0 156.3 

1()9，604 124，503 166，993 

88.0 100 112.2 134.1 

121，876 142，406 150，627 173，317 

85.6 100 105.8 121.7 

112，282 118，500 128，892 144，369 

94.8 100 108.8 121.8 

188，935 248，945 

84.2 100 129.2 170.3 

86，508 126，229 

指数 90.3 1日O 112.6 131.7 

自 実数|叫制問訓叫 1

1別 7

指数 87.0 I 100 I 115.9 I 14日3

実 数 1

1…1 2山 l2453ml2蜘蹴
指数 83.6 I 100 I 116.0 I 141.4 

注〕 士阪而の1920年は '25年に編入された東成?西成両郡を含むの

資料〉 帝国農会「大阪市近郊農村人口の構成と労働移動に関する調査」第一

古m，1939年j 所血の第一書記第九表より作成。原資料は国勢調五報告書。

44) とりわけ，朝鮮人m居住期聞は短かった。即ち，居住期間5年以下町世帯は，内地人がその総
世帯数13.064の36.8%.朝鮮人が総世帯数3.571の74.6%であり， 10年以下になると， 内地入が
58.1%，朝鮮人が95.1%であり，また，平均居住期間は，内地人が11.1年，朝鮮人が3.06年であっ
た(同上， 30へジ〉。
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たまま有効利用されないでいる土地を多く残しながら，その内と外で人口集中

がみられたということ，とりわけ内側の市域拡張以前からも存在した不良住宅

地区への人口集中がなおも続いていたということは，区画整理を主とした郊外

開発の基本的性格を示唆するものといえよう制。

以上，都市古l画の一環としての郊外同発は，急速な農村の再編成，小作人の

離農をすすめ， 種のヱト源的蓄積過程ともいえるような状況をつくりだした町。

そし亡新たな低所得層を形成することによってヲ都市の社会問題をますます激

化させたというべきであろう。当時の大阪市政は，他都市に先がけて少なから

ず社会政策的施策も実施していたのであるが，都市政策の基本となるべき都市

計画において，公共団体が仕事をしないでJ ，唯だ図面をヨlいて決めて置け

ば，あ左は市民が仕事をして呉れる」という方針を採り，その「市民」が営利

企業や地主周であっては，低所得層への施策は，いくら拡充しても十分でなく

なるのは必然であったといわざるを得ない。都市計画行政の総合性は，この面

からみてもきわめて大きな困難をかかえ込んだのである。

III お わ り に

「最近ニ於ケノレ本市ノ急激且蓮大ナノレ発達ハ保健衛生上・社会上・経済

45) こうした人口増は，主に他府県からの疏入によるものであり j その多くは，大阪市内へ通勤す
る会社員銀行員であった。他方，農家町家族員中にも，大限市などへ労働者として通勤する者

が増加しつつあった。しかもその通勤者の多〈は，農業経営の主なにない手たる経営主長男で

あった。またj その職種は1 職工と労聞唱の比重が最も高〈なっていた。なお， ζのような職種

が多いことは4 先の不良件宅抽区住民の場合も同様であった。郊列町村の状況については，叩国
農会「大阪市近郊農村人口の構成と労働移動に闘する調査」第 部・第三副i，1939年，を参照し

た。

46) 例えば，土地区画整理組合案内において「中産階級インテリ階級の晴好に適応J (平野土地区
画整理組合).，樺給生活者住宅地としてJ (生野土地区画整理組合〕というようなことが唱えら

れていた(，大大阪J第13巻第4号， 1937年4月)。 また! 関ーは「細民窟が市内ノ何所カニア
ノレカラ囲ルノ 7ソレデ大肱市ノ為メエ左梯ナ細民窟ハ何所カ外所へ持ッア行キタイ，斯ウ云フ事

カヲ地域拡張ノ必要カアルJ(，接続町村編入ニ|羽スノレ諮問ノ件，区ノ廃置ニ閑スル諮問ノ判委員
会連記録」第2回. 20ヘ ジ〉と述べたがj 実際には l外所へ持ッテ」いくこと ζ ろか「内所」

に拡大再生産することとなったのであるc

47) すでに資本主義の独占段階であったにもかかわらず， ，本源的蓄積」と規定した根拠は，尾崎
芳治l 木帯的蓄積の諸問題「経済科学通信」車15号. 1976年5月，による。
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上・種々ノ欠陥ヲ生ズノレニ至ッタ。殊ニ人口ノ過密居住・緑地自由空地ノ不

足・住宅ノ沸底・交通機関ノ混雑等ノ弊害極メテ著γグ，従テ市民ノ保健衛

生上或ノ、福祉増進上都市ノ分散ヲ計ノレコトガ極メテ肝要トナノレニ至ツタノデ

アノレ。ココニ都市ノ分散トノ、人口及工業ノ分散ヲ意味λ ノレノデアッテ 」

これは， 1939年 8月の大阪市の「市民生活ノ福祉増進ヨリ見タノレ地域拡張ノ

理由一関スノレ資料J48) の一部である。 '2G年の市域拡張時のものではないかと

目を疑いたくなるような内容であるが，まったく同じような理由で再び大規模

な市域拡張が検討されていたこと自体，それまでの諸施策が生みだした諸困難

の拡大を市当局みずからが告白したもの左いえよう。

1920年代に入って木格的な展閣をみせた大阪における都市計画行政は，次の

ような結果をもたらした。即ち，財源を要しないとはいえ，事実上の中心施策

となった地域制や土地区画整理などによる農村地帯をまきこんだ新しい都市つぞ

くり政策は，その事実上の実施主体が工業資本や地主層であったため，大資本

や大地主に有利で，中産階級にはまずまずの住宅地を供給できても，低所得層

や農民の生活・環境問題は，いっそう深刻となった。そして，都心を中枢管理

機能に特化させる一方，その周辺に工場を分散させ，低所得層をそこに居住せ

しめながら，郊外に新しい住宅地を配置するという姿に大阪市を変貌させたの

である。

だが，農民の多くは，十分な補償のないまま生産と生活の基盤を失い，相対

的過剰人口に転化されい、った。まさにその過程は，農干すからみるならば，都

市による浸蝕，とりわH土地資本によって都市的土地利用が農村的土地利用に

対して優位に立っていく過程であった。そして，以後戦時経済へ移行するにし

たがコて，大都市闘はもとより，全国的にもこのような傾向がすすんでいった

のである叫〕。

48) 前掲「六ケ町村合併記念誌」所JWo
49) この点は， 1984年11月日本史研究会大会におけ@向日知弘報告「戦前・戦時国土開発と土地問

題」から学んだ。岡田報告では.193C年代ι降の土地問題を，農村内部でり地主 小作凶係とし
てだけでなく 農地をめぐる喪主的土地所有・利用と都市的土地所有利用との対抗関係といノ
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当時の都市行政の中心をになった関ーおよび内務省や地方団体の行政官たち

は，わが園地方制度の画一性・官治性を批判し，都市とりわけ大都市の自治を

主張L 都市計画を自治の基盤を培う重要な領域とみなしていた。しかし，そ

の「田園郊外」の理念にもかかわらず，財政的基盤を欠いた地域制や土地区画

整理中心り都市計画は，計画の本来の目的 Cあった工場立地規制よりも，むし

ろ土場立地を促進L それを追認す吾ような内容を持つことが多しまた，地

主層にも新たな利得の源泉を捉供するものであった。この点で，戦前の都市行

政を評価する際，官治性のみを強調するのではなく，官治性が無政府性を拡大

L-，都市形成に混乱をもたらす側面が積極的に示される必要があろう。したが

って宅都市行政官の構想の実現や地方団体の拡充を阿害した要因全考える際に

も，中央政府の官僚統制のみならず，工場立地にみられるような資本の無政府

性，土地資本の投機性なども考慮すべきことを以上の分析は示唆している。

本稿は，都市計画行政の研究において，官僚層，工業資本，地主の三者の動

向とその相互関係を検討すべきこと，この検討にあたっては，都市による農村

地域の併合過程の研究が重要であることを強調した。では，都市計画行政をに

なう機構はどのように構成されていたのか，また，工業資本や地主の中でも，

どういう階層がそれに深〈関わっていたのか。これらの課題については，稿を

改めて検討したい。

(1984.12.30脱稿〉

、う「土地問題の三重化」の過程としても把湿すべきことが，時起されている。詳し〈は， I日本

史研究J271. 1985年3月所収の岡回論文を参照せよn


